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市長所信表明（平成２９年１２月）

おはようございます。

本日、平成２９年１２月吉野川市議会定例会を招集いたしました
ところ、議員各位には、御出席を賜りありがとうございます。

定例会に臨みまして、当面する諸課題への取り組み状況と今後の
市政運営に対します所信の一端を申し上げますとともに、提出議案
の御説明をさせていただき、議員各位はじめ市民の皆様方の御理解
と御協力を賜りたいと存じます。

はじめに、「地方自治法施行７０周年」について申し上げます。

本年は、「地方自治法」が昭和２２年に施行されて７０周年を迎
える極めて意義深い年に当たります。地方自治法は、これまで地方
分権一括法による抜本的な改正をはじめ、その時々の国と自治体の
関係や自治のあり方を示しつつ、現在に至っています。

去る１１月２０日には、記念行事として、東京国際フォーラムに
おいて「地方自治法施行７０周年記念式典」が開催され、細井議長
とともに参加して参りましたが、大きな節目の年に当たり、地方自
治の意義と重要性を再認識したところであります。

地方自治体の一層の発展と地方自治の進展を実現させる決意を新
たに、今後とも創意工夫を凝らしながら、しっかりと市政運営に取
り組んでまいりたいと考えております。

次に、「当初予算編成方針」について申し上げます。

１０月の月例経済報告によりますと、景気の先行きについては、
「各種施策の効果もあって、緩やかに回復していくことが期待され
るが、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響に留意する
必要がある」とされ、依然として不透明な状況となっております。

また、総務省は、平成３０年度の地方財政の課題について、「平
成２９年度の地方財政計画の水準を下回らないよう、地方一般財源
の総額を確保する、また、地方交付税が本来の役割を適切に発揮す
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るよう総額を確保する」としておりますが、一部では地方一般財源
の総額を抑制・削減すべきとの議論もあることから、今後の国の動
向を十分注視する必要があります。

本市においては、合併特例債や普通交付税の合併算定替えといっ
た合併優遇措置を最大限に活用し、まちづくりを進める一方で、「職
員数の削減」や「補助金等の整理統合」、「積極的な民間活力の導入」
などにより、健全な財政運営に努めてまいりました。

今後、社会保障費の地方負担分の増加、公共施設の管理運営や更
新に要する経費の増加に加え、「都市再生整備事業」や「こども園
整備事業」などの大型事業が本格化するなど、本市財政を巡る状況
は一層厳しいものとなってまいります。

平成３０年度当初予算におきましては、このような困難な財政運
営が求められる中、市民ニーズを的確に捉えた事業を選択し集中す
るとともに、行財政改革の推進による歳入の確保などに全庁を挙げ
て取り組むことを方針として編成してまいりたいと考えております。

それでは、最近の市政の動きについて、申し上げます。

まず、「中心市街地活性化の推進」について申し上げます。

一昨年より進めてまいりました「都市再生整備計画事業」は、今
年５月より設計業務に着手し、８月末に取りまとめた基本設計に基
づき、現在、実施設計として、細部にわたる詳細図面の作成及び工
事費概算の積算を行い、来年度当初予算工事費の算定を行っている
ところです。

また、８月に着手されたＪＡ厚生連による麻植協同病院の建物解
体工事でございますが、年内には上屋及び基礎部分の解体が完了し、
最終の工事完了は２月下旬となる予定であると聞いておりますので、
完了後、速やかに用地取得の手続きを進めてまいります。

今後とも、施設利用関係者や団体の皆様方に、細かい部分も含め
て、御協議や御確認をいただき、活力やにぎわいの拠点にふさわし
い施設となるよう実施設計を進めてまいります。

次に、「鴨島東部地区認定こども園の進捗状況」について申し上
げます。
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本年６月に着工した鴨島東部地区認定こども園建設用地等の造成
工事については、駐車場及び園舎建設予定地の地盤改良工事は、完
了しました。防球フェンスの移設なども概ね完了し、本年１２月末
の造成工事完了（舗装工事を除く）に向け、側溝などの道路整備を
行っています。

また、園舎新築工事については、１１月１０日に業務の受託予定
者を選定いたしました。本議会にて承認していただいた後、正式に
契約を締結する予定です。平成３０年１月から工事に着手し、子ど
も達の心豊かな成長と幼児教育の連続性を確保するための、環境整
備に取り組んでまいります。

以下、当面の市政運営に関して申し上げます。

１点目は、「子育てに優しいまちづくり」についてであります。

まず、「高越小学校・こども園」についてであります。

高越小学校・高越こども園の校舎・園舎につきましては、８月１
５日に竣工し、現在、山川南保育所、川田中幼稚園・小学校の園児
・児童が保育・教育活動を行っております。

川田中小学校の校舎・体育館の解体工事も概ね終了し、運動場整
備等の外構工事を現在進めています。また、山川南保育所は減築し、
１２月中に園庭と放課後児童クラブの施設を整備する予定としてお
ります。

さらに、平成３０年４月の開校に向け、通学路の安全対策やスク
ールバス等による通学支援体制を整えるとともに、開校後のスムー
ズな学校運営のために、４校間での児童の交流活動を計画的に進め
ています。

次に、「子どもインフルエンザの取り組み」についてであります。

昨年度より本市では、子どものインフルエンザ予防接種費用助成
事業を行い、生後６カ月から小学６年生を対象に、予防接種１回に
つき１,０００円を２回(計２,０００円）を助成いたしました。
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この結果、予防接種費用助成後の流行状況を見ると、インフルエ
ンザ警報、注意報とも県全体より少なく、流行の期間も短く終結す
ることができました。

また流行時期における、子どもはぐくみ医療件数を前年度と比較
したところ、約２,０００件少なく、医療費も約９２０万円少なく抑
えられたという効果ある結果が出ております。

本年度においても助成を継続して、インフルエンザの流行抑止を
図ってまいります。

次に、「保育料の軽減」についてであります。

市立幼稚園及び市立認定こども園の４・５歳児の保育料は、他の
施設より低い保育料が設けられておりましたが、経過措置が終了す
ることから平成３０年度においては、利用施設に関係なく利用する
子どもの認定区分で統一した保育料に改正を行います。

この改正に合わせ、所得に応じた階層区分の見直しを行い、低所
得世帯の負担を軽減いたします。

また、本市独自の多子世帯への支援策として、国の基準にある所
得と年齢制限を撤廃することにいたしました。これにより扶養する
１８歳未満の子どもの全てについて、第２子半額、第３子以降無償
という市民にとってわかりやすい保育料制度とし、若者が安心して
子どもを産み育てていく まちづくりを推し進めてまいります。

２点目は、「若い世代に魅力あるまちづくり」についてでありま
す。

まず、「徳島ヴォルティスホームタウン事業の成果とお礼」につ
いてであります。

去る９月２３日、鳴門ポカリスエットスタジアムで開催しました、
Ｊリーグでの本市初の市民デーとなるＦＣ町田ゼルビア戦に、数多
くの市民の皆様に御参加いただきました事に対しまして厚くお礼申
し上げます。

当日は、会場外のイベントステージで、鴨島鳳翔太鼓振興会の皆
さんによる和太鼓演奏、出店ブースでは物産展を開催するなど、本
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市の魅力を全国に発信することができたと思っております。

これからもホームタウンとして、徳島ヴォルティスを強くサポー
トするとともに、市民デー等を通して本市のＰＲを行ってまいりま
すので、市民の皆様の熱い応援をよろしくお願いいたします。

次に、「来て見て住んで事業と住宅金融支援機構との連携」につ
いてであります。

今年度から実施しております「来て観て住んで事業」では、本年
５月に四国で唯一、住宅金融支援機構の「フラット３５子育て支援
型」と、相互協力に関する協定を締結し、現在まで４件の利用実績
を得ております。

さらに今回、来年１月から「地域活性化型」の利用ができるよう、
住宅金融支援機構に追加申請をしているところであります。

子育て支援型は、「親世帯と同居・近居となる方」、「同居する中
学生以下の子を扶養する方」を対象としておりますが、加えて今回
の「地域活性化型」では、「Ｕ・Ｉ・Ｊターンによって住宅を取得
した方」が対象となります。

住宅を取得する際の借り入れについて、「子育て支援型」と同様
に、当初５年間の金利を「０．２５％引き下げる」というもので、
市外から転入される方への積極的な支援に繋がるものと考えており
ます。

次に、「中央美化センター跡地運動場整備事業」についてであり
ます。

鴨島運動場の代替施設として、県中西部の新たなスポーツ拠点と
なるよう、平成３０年度の中央美化センター跡地運動場整備に向け、
中央広域環境施設組合所有の用地取得に係る議案を、本議会におい
て提案しているところでございます。

人工芝のグラウンドと夜間照明、及び駐車場を整備し、新たなス
ポーツ環境を提供することにより、市民の体力向上、地域スポーツ
振興を図るとともに、県中西部の新たなスポーツ拠点として交流人
口の増加に繋がるものと考えています。
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３点目は、「地域の個性を生かしたまちづくり」についてであり
ます。

まず、「文理大学との連携協定」についてであります。

教育機関と行政が、それぞれの有する資源を結集し、包括的な連
携・協力を推進することによって、地域の人材育成、課題の解決、
地域の再生・活性化に繋がるものと考えております。このため、平
成２５年からの徳島大学に続き、この度１２月２０日に徳島文理大
学との包括的連携協定を新たに締結することになりました。

これまでも、徳島文理大学の学生や教授の皆さんは、美郷地区に
おいて、地域住民や子ども達との様々な交流を行っていただいてい
るところでありますが、本協定の締結により、活動の更なる展開が
図られ、学生及び大学の視点や活力を活かした「まちづくり」に繋
がるものと期待しています。

次に、「中山間地域交流拠点整備計画」についてであります。

本年度、「過疎地域等自立活性化推進交付金」を活用し、美郷地
区において新たな地域運営組織の設立と、活動拠点となる学校再編
後の空き校舎の有効活用等を盛り込んだ「中山間地域交流拠点整備
計画」を策定することとしております。

策定にあたり、美郷地区の皆様を対象にアンケート調査を実施す
るとともに、その結果を踏まえた第１回ワークショップを開催した
ところでございます。

今後、１２月１９日に開催予定の第２回ワークショップで検討し
た後、美郷地区の代表者で構成する策定委員会の審議を経まして、
来年２月末を目途に、計画を策定する予定であります。

次に、「中小企業振興基本条例の策定方針」についてであります。

行政・市民・企業・金融機関・各種団体・学術研究機関等が、そ
れぞれの責務を明確にすることにより、地域社会が一体となって中
小企業等の振興に取り組むことを目的とした条例の制定に向け、商
工会議所・商工会等の気運が高まっております。
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このため１２月中旬以降に商工会議所・商工会と連携し、それぞ
れの会員の方を対象にアンケート調査を実施し、各事業所等の課題
やニーズなどの現状を調査・分析することとしております。

今後の支援のあり方や、必要な財源確保対策等についても併せて
検討し、単なる理念だけでなく本市の今後の中小企業等の振興に真
に寄与する「機能する条例」の制定に向けた取り組みを進めてまい
りたいと考えています。

４点目は、「生活支援体制整備事業」についてであります。

高齢化が急速に進行する中、高齢者が暮らし慣れた地域で、自分
らしい生活をいつまでも続けることができるよう、「生活支援」・「予
防」・「医療」・「介護」・「住まい」が包括的に確保される「地域包括
ケアシステム」の構築が求められております。

本市では、その一環として、地域住民が主体となった生活支援や
介護予防サービスの充実を図るため、「生活支援体制整備事業」に
取り組んでおり、これを推進するための組織として「協議体」と「生
活支援コーディネター」を設置し、地域全体で高齢者の生活を支え
る体制づくりを進めております。

来年１月には、市民の皆様を対象に、この取り組みを紹介させて
いただく場として、「地域支え合いフォーラム」を開催いたします。

今後においても、高齢者が暮らし慣れた地域で安心して生活を送
れる体制を整えるよう様々な機能強化を図ってまいりたいと考えて
おります。

５点目は、「ごみ袋の料金改定について」についてであります。

現在、市民の皆様に、市指定のごみ袋を購入していただくことに
より、ごみ処理費の一部を負担していただいておりますが、近年、
ごみの排出量が増加傾向にあり、これに伴い処理費も増加しており
ます。

このことから、本市が進めております第３次行財政改革実施計画
に基づき、ごみ袋の単価について調査研究を進め、検討してまいり
ました。
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その結果、ごみの排出量や近隣市町とのバランスなどを考慮し、
平成３０年１月から、１枚あたり、もやせるごみ袋（大）を２０円
から２５円に、もやせるごみ袋（中）を１７円から２０円に見直す
ことにいたしました。

市といたしましては、引き続き｢ごみの減量化・資源化｣の取り組
みを推進してまいりたいと考えておりますので、市民の皆様の御理
解、御協力をお願い申し上げます。
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次に、今定例会に提出いたしております案件につきまして、概要
を御説明申し上げます。

今議会への提出案件は、

「平成２９年度一般会計補正予算」などの専決処分の報告案件が４
件、「吉野川市都市公園条例の一部を改正する条例」などの条例案
件が３件、「平成２９年度一般会計補正予算」などの補正予算案件
が６件、「吉野川市ふれあい交流の家」などの指定管理者の指定案
件が１０件、「(仮称）鴨島東部地区認定こども園新築工事」の契約
案件が１件、「多目的グラウンド整備に伴う財産の取得」に係る案
件が１件、「市町村総合事務組合規約の変更」に係る案件が１件、「教
育委員会委員の任命」に係る人事案件が１件の計２７件であります。

まず、「報告案件」として
報第１８号「平成２９年度吉野川市一般会計補正予算（第３号）に
係る専決処分の承認を求めること」につきましては、１０月２２日
執行の衆議院議員総選挙に要する経費について、歳入歳出それぞれ
２，０００万円を追加し、総額を２２５億７，６３７万８千円とす
ることについて専決処分いたしましたので、議会に報告し、承認を
お願いするものです。

次に、報第１９号「専決処分の報告（和解及び損害賠償額の決定）」
につきましては、平成２９年８月１日、鴨島町において、方向転換
をしようとした市有車両が、ごみ集積カゴに接触し、その勢いで隣
接する相手方所有の建物を損傷させたもので、損害賠償額は、６６，
４２０円であります。

次に、報第２０号「専決処分の報告（和解及び損害賠償額の決定）」
につきましては、平成２９年４月２０日、川島町において、右折し
ようとする相手方車両の後方で停車中の後続車に市有車両が追突し、
その勢いで相手方車両に衝突したもので、損害賠償額は、５１６，
９３２円であります。

次に、報第２１号「専決処分の報告（高越小学校・こども園（仮
称）新築工事の変更請負契約の締結について）」につきましては、
平成２８年６月議会において議決をいただきました高越小学校・こ
ども園の新築工事の請負契約について、平成２９年１１月８日に変
更契約を締結したもので、変更金額は、４６４万４千円の増額とな
っております。
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次に、「条例関係議案」として、

まず、議第８３号「吉野川市都市公園条例の一部改正」について
は、「都市公園法施行令」の一部改正により、都市公園内における
運動施設の敷地面積の割合に関する制限について条例委任されたこ
とに伴い、所要の規定を整備するものであります。

次に議第８４号「吉野川市企業立地の促進等による産業集積の形
成及び活性化のための固定資産税の課税免除に関する条例の一部改
正」については、
「企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化
に関する法律」等の一部改正に伴い、条例において引用する法令や
条項、用語の整理を行うものであります。

次に議第８５号「吉野川市営住宅条例の一部改正」については、
「公営住宅法施行令」及び「同施行規則」の一部改正に伴い、条例
において引用する条項のズレを整理するものであります。

議第８６号「平成２９年度吉野川市一般会計・補正予算（第４号）」
は、主なものとして、
「社会保障・税番号制度に係るシステム改修費用」５０５万７千円

「要緊急安全確認大規模建築物耐震化補助金」 １，１０５万円
「林業施設災害復旧事業費」 １億５，３７９万８千円

など、１億７，６９５万円を追加し、
補正後の予算総額を、２２７億５，３３２万８千円とするものです。

次に各特別会計の補正予算は、

まず、議第８７号「国民健康保険・特別会計・補正予算（第２号）」
は、保険給付費等の追加・及び・職員人件費の調整により、
３億６，６４６万５千円を追加するものです。

次に、議第８８号「介護保険・特別会計・補正予算（第２号）」
は、職員人件費の調整により、９３万４千円を減額するものです。

次に、議第８９号「公共下水道事業・特別会計・補正予算（第２
号）」は、職員人件費の調整により、４０万４千円を減額するもの
です。
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次に、議第９０号「特定環境保全・公共下水道事業・特別会計・
補正予算（第２号）」は、職員人件費の調整により、６２万３千円
を追加するものです。

次に、議第９１号「農業集落排水事業・特別会計・補正予算（第
２号）」は、神後地区終末処理場の管理費の追加・及び・職員人件
費の調整により、３３９万４千円を追加するものです。

次に、議第９２号から議第１０１号までは、指定管理者の指定を
行うものです。

議第９２号「ふれあい交流の家」は、
「社会福祉法人 吉野川市・社会福祉協議会」を指定管理者とし、
指定期間は、平成３０年４月１日から１年間とするものです。

議第９３号「鴨島老人福祉センター」は、
「株式会社・松島組」を指定管理者とし、
指定期間は、平成３０年４月１日から３年間とするものです。

議第９４号「鴨島南児童館」及び議第９５号「八坂児童館」は、
「社会福祉法人 かもめ福祉会」を指定管理者とし、
指定期間は、平成３０年４月１日から５年間とするものです。

議第９６号「田平農産物共同加工施設」は、
「美郷・梅工房」を指定管理者とし、
指定期間は、平成３０年４月１日から３年間とするものです。

議第９７号「美郷農産物加工施設」は、
「吉野川市・商工会」を指定管理者とし、
指定期間は、平成３０年４月１日から３年間とするものです。

議第９８号「向麻山公園」は、
「向麻山を良くする会」を指定管理者とし、
指定期間は、平成３０年４月１日から３年間とするものです。

議第９９号「バンブーパーク」は、
「株式会社 山内組」を指定管理者とし、
指定期間は、平成３０年４月１日から３年間とするものです。
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議第１００号「鴨島公民館」は、
「株式会社 松島組」を指定管理者とし、
指定期間は、平成３０年４月１日から３年間とするものです。

議第１０１号「文化研修センター」は、
「特定非営利活動法人 吉野川市文化協会」を指定管理者とし、
指定期間は、平成３０年４月１日から３年間とするものです。

次に、議第１０２号「（仮称）鴨島東部地区・認定こども園・新
築工事・請負契約の締結」につきましては、
契約金額「８億３，０３０万４千円」、
契約の相手方「株式会社・姫野組」について、
議会の承認を求めるものであります。

次に、議第１０３号「財産の取得」につきましては、
川島町で整備予定の吉野川市多目的グラウンドに係る用地を、
５，１５６万６，８４３円で中央広域環境施設組合から取得するこ
とについて、議決を求めるものです。

次に、議第１０４号「徳島県市町村総合事務組合規約の変更」
につきましては、徳島県市町村総合事務組合において行う
水防団員の公務災害補償に関する事務について、
共同処理する団体を追加すること等の当該組合規約に係る所要の整
備を行うことについて、地方自治法第２９０条の規定により議決を
求めるものです。

最後に、議第１０５号「教育委員会委員の任命」につきましては、
本年１２月２３日をもって、上野 準二 委員の任期が満了すること
に伴い、新たに「桒原 奈麻美」氏を任命したいため、地方教育行政
の組織及び運営に関する法律第４条第２項の規定により、議会の同
意を求めるものであります。

以上、概略の説明を申し上げましたが、
十分御審議の上、原案どおり御賛同くださいますよう
よろしくお願い申し上げます。


